
釧路市役所 介護高齢課 介護給付担当 

2023年 4月   

手引き 
民間等サービス利用者負担軽減事業 

 

  



p. 1 

 

目次 

 

1.民間等サービス利用者負担軽減事業の趣旨 ..........2 

2.軽減の仕組み ...................................................3 

3.軽減対象サービスの種類 ...................................4 

4.民間軽減の該当要件 .........................................5 

5.事務手続き ......................................................6 

5-1各種届出 ........................................................... 6 

5-2サービス利用～公費負担金申請の流れ ..................... 7 

5-3公費負担金申請における提出書類 ........................... 8 

5-4支払月............................................................ 14 
 

 

 

 

 

  



p. 2 

 

1.民間等サービス利用者負担軽減事業の趣旨 

社会福祉法人等が提供する介護サービスや介護予防・生活支援サービス事

業において、利用する被保険者が一定の基準を満たし、特に生計維持が困難

と認められる方に対し、申請により利用料の一部を軽減する社会福祉法人等

利用者負担軽減（以下、社福軽減）があります。 

しかし、社福軽減の対象サービスについて民間法人が運営する場合は軽減

制度が適用されず利用者負担に差が生じることから、民間法人において提供

される対象サービスを利用する場合でも、社福軽減と同等の利用者負担を軽

減する釧路市独自の事業として「民間等サービス利用者負担軽減事業」を

2006年（平成 18年）より実施しております。 
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2.軽減の仕組み 

民間等サービス利用者負担軽減の資格を有する方は、介護保険サービス費

の自己負担（1割）から、さらに 25％が軽減された額で軽減対象サービスをご

利用頂けます。その軽減分の費用は公費として釧路市が負担します。 

提供事業所におきましては、利用料を請求する際に随時軽減を実施し、その

実績を毎月釧路市へ報告してください。報告された実績を集計し、四半期ごと

に事業所へ公費をお支払いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

  

④サービス利用 

費用請求・領収 

民間事業所 

①民間軽減申請 

②民間軽減認定
証 

③認定証の提示 

⑥公費支払
い 

⑤公費負担金申請 
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3.軽減対象サービスの種類 

① 訪問サービス／訪問型サービス 

② 通所介護／通所型サービス 

③ （介護予防）短期入所生活介護 

④ 夜間対応型訪問介護 

⑤ （介護予防）認知症対応型通所介護 

⑥ （介護予防）小規模多機能型居宅介護（短期利用含む） 

⑦ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

⑧ 看護小規模多機能型居宅介護（短期利用含む） 

⑨ 介護老人福祉施設 

⑩ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

 

※サービス費用の自己負担のほかに、食費・居住費（滞在費）がある場合、 

それらの費用の自己負担も軽減対象になります。 
 
※生活保護の方は、上記③、⑨、⑩のサービスの個室の居住費（滞在費）のみ 

軽減対象です。 
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4.民間軽減の該当要件 

市民税世帯非課税者で、下記の要件をすべて満たす方 

● 年間収入が単身世帯で 150万円、世帯員が 1人増えるごとに 50万円加算した額以下であること 

● 預貯金などの額が単身世帯で 350万円、世帯員が 1人増えるごとに 100万円を加算した額以下
であること 

● 日常生活に供する資産以外に活用できる資産がないこと 

● 負担能力のある親族などに扶養されていないこと 

● 介護保険料を滞納していないこと 
 

世帯人数 世帯年間収入基準 世帯預貯金等合計金額基準 

単身 １５０万円以下 ３５０万円以下 

2人 ２００万円以下 ４５０万円以下 

3人 ２５０万円以下 ５５０万円以下 

 

 

認定証（例） 
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5.事務手続き 

 5-1 各種届出 

【協力申出書（様式第 1号）】 

本事業を開始するための届出になります。軽減事業を実施される事業者は、必ず事前に当担当

へ協力申出書を提出してください。提出された月より本事業の開始となります。 

※法人格の変更等により改めて新規事業所の指定を受ける場合は、本事業についても新規の

取り扱いとしますので、協力申出書を提出してください。 

 

 

【変更届（様式第 2号）】 

【口座振込変更届（様式第 3号）】 

既に軽減事業を開始されている事業所につきましては、下記の項目に変更がある場合、速やか

に変更届を提出してください。また、振込先口座を変更する際は、上記変更届と口座振込変更届を

併せて提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

【解除届】 

やむを得ない事情により民間軽減事業を取りやめる場合は、解除届を提出していただきますの

で、事前に当担当まで電話等でご連絡ください。 

 

  

変 更 事 項  

・住所      ・連絡先 

・名称      ・サービス区分 

・代表者          ・その他 

・振込先口座（※別紙口座振込変更届を添付） 
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 5-2 サービス利用～公費負担金申請の流れ 

事業所における軽減事業の基本的な流れを示します。スケジュールの全体像を把握する一助となれば

幸いです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

サービス提供月 
 

「軽減対象者へサービスを提供」 

サービス提供月の翌々月 
  

「事業所から市へ民間軽減公費負担金申請書を提出」 

申請の対象は国保連請求と領収が済んだ方のみとなります。 

未領収等の場合は月遅れで申請する取り扱いとなります。 

サービス提供前 
 

「利用者から軽減認定証の確認」 

  利用者の民間軽減認定証を確認 

 民間軽減認定証 

サービス提供月の翌月 
 

「事業所から利用者へ請求及び領収」 

利用者へ民間軽減を反映させた利用者負担分を請求及び領収 

（民間軽減額における 1円未満の端数については切捨て） 
 

「国保連請求」 

本事業は釧路市独自の事業ですので、 

国保連には民間軽減を考慮せずに請求してください。 

請求書 

領収書 

サービス提供月 

請求金額 

請求内訳 

民間軽減額 

領収日 

Check! 

  

 申請書一式 
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 5-3 公費負担金申請における提出書類 

軽減対象者がいましたら、国保連請求とサービス費の領収後、公費負担金の請求申請書を毎月

10日前後までに提出して頂きます。また、民間軽減公費申請の時効は 2年となりますので、申請が

失念しないよう十分注意してください。 

※公費申請の締切日や対象となるサービス提供月におかれましては、別途年間スケジュール表にてご確認く

ださい。 

※月遅れ請求や返戻等により国保連請求が通っていない月は対象となりません。 

※申請書類はメール、郵送及び窓口にてご提出ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

随時提出する書類 

 

公費負担金申請書 

（様式第４号） 

 

 

個票 

（様式第５号）  

領収書の写し 

対象者全員分  請求書兼領収書 

民間事業所 

 

市役所 

  

 

領収書の写

し  

領収書の写

し  申請書一式 

毎月１０日前後〆 

必要に応じて 

〒 
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各提出書類の説明 

様式ごとに赤枠内の必要事項を入力してください。 

 

【公費負担金申請書（様式第 4号）】 

 

※サービス区分欄は個票（第 5号様式）にて入力されたサービス区分を入力してください。 

区分ごとの合計金額が自動入力されます。 

※押印は不要です。 
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【個票（様式第 5号）】 

 

 

 

 

  

 

 

 

被保険者番号／氏名  

 軽減対象者の被保険者番号と氏名を入力 
 

認定状況  

 サービス利用月における月末の介護度 
 

サービス区分  

 利用したサービスに対応するサービスコード種類 

 ※申請書（第 4号様式）作成時に使用しますので、お間違えの無いようにご注意ください 
 

サービス単位数  

 給付限度額外の加算を含めた合計単位数 

 ※公費がある場合は合計単位数から公費分を除き、なお残る自己負担単位数を入力してください 
 

食費／居住費・宿泊費・滞在費  

 利用したひと月分の合計 

 ※おやつ代は軽減対象外です。 

項目別記入要領  
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＜複数月分の公費申請を一つの申請書にまとめる場合＞ 

 サービス費の領収が遅れる等により、ひと月の公費申請が複数月分ある場合は、一つの申請書にまと

めて提出して頂くことが可能です。その場合は月遅れの対象者の備考欄に提供年月を入力してください。 

 

 

 

 

 

＜同一月で「要支援」、「要介護」でそれぞれサービス利用があった場合＞ 

 1人の対象者において月途中で介護度変更があり、「要支援」と「要介護」それぞれの軽減実績がある

場合は、分けて入力し、備考欄に識別できるよう「要支援」「要介護」と入力してください。また、認定状況

欄においては、提供年月末時点の介護度を入力してください。 

 

 

 

 

 

  

サービス提供月末時点の介護度を入力 
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＜月途中で生活保護の開始または廃止が行われた場合＞ 

生活保護受給中のサービス費、食費、居住費等は民間軽減の対象とはなりません。月途中で生活保護

の開始または廃止が行われた場合は、開始前と廃止後の費用に関しましては軽減の対象となりますので

その期間の軽減実績を申請してください。備考欄には「月途中生保」と入力してください。 

 

 

 

 

＜過誤等により既に申請した負担金を修正する場合＞ 

過誤や食費、居住費（滞在費）の領収金額の誤り等により、公費額が変更となる場合には、既に提出し

て頂いた個票（様式第 5号）の金額をマイナス表記で入力してください。併せて正しい金額を入力し提出

してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

先月申請した山田 一郎の実績を修正する場合 

1.既に申請した金額をマイナス表記で入力 

2.次の行に正しい金額を入力 

3.備考欄に該当の提供年月を入力 
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【領収書の写し】 

利用者氏名、サービス利用年月、介護保険自己負担金額、民間軽減額、領収日が記載されたもの 

※食費・居住費等がある場合は、その費用と軽減額が記載されたもの 

 

 

 

 

【請求書兼領収書】 

公費の支給の際、請求書兼領収書（釧路市様式）が必要となります。 

必要に応じて当方から各事業所に請求書兼領収書の提出を依頼いたします。 
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 5-4 支払月 

公費負担金申請の支払は四半期ごとにまとめていたします。また、支払月下旬に対象月ごとの支払金

額が掲載された通知書を送付いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3月 

4月 

5月 

7月払 
 

 

6月 

7月 

8月 

10月払 
 

 

 9月 

10月 

11月 

1月払 
 

 

12月   

 1月   

 2月   

4月払 

民間事業所 

 

 

申請書 

6月提出 
（4月サービス提供分） 

 

公費負担金合計 

4,000円 

 

申請書 

7月提供 
（5月サービス提供分） 

 

公費負担金合計 

2,000円 

 

申請書 

5月提出 
（3月サービス提供分） 

 

公費負担金合計 

2,000円 
 

 
 

3月分 2,000円 
 

4月分 4,000円 
 

5月分 2,000円 
 

合計  8,000円 
支払予定日 7月末日 

支払通知書 

集計 

市役所 


